
令和5年度税制改正により、インボイス制度のルールが変わります。詳しくは本文
で説明しますが、主な以下の4点が変更となります。小規模事業者や中小企業の
税負担、事務負担の軽減が中心となっています。

「売上時に預かった消費税×20％」を消費税の納税額とするもの。これまでは原則課税、簡
易課税の2つの計算方法から選択していましたが、新たに第3の選択肢が加わります。

インボイス制度の
ルールが変わる！

消費税の納税額の計算方法に2割特例を追加
免税事業者からインボイス制度に登録した事業者対象

概要

3年間の経過措置

令和5年度、    つの改正ポイント

・法人：2023年10月1日から2026年9月30日の属する事業年度（課税期間）
・個人事業主：2023年10月～12月の申告から2026年分の申告

適用期間

・免税事業者からインボイス制度に登録した事業者
・基準期間（前々事業年度）の課税売上高1,000万円以下
・新設法人については資本金1,000万円未満

主な要件

改正前のインボイス制度では、仕入税額控除を受けるには、税込3万円未満の交通
費等を除いて、適格請求書等の保存が必要でした。ところが、改正により、中小事
業者は税込1万円未満であれば、帳簿のみの保存で仕入税額控除を受けられるよう
になりました。よって、税込1万円未満の適格請求書の保存は不要になります。

税込1万円未満の課税仕入は
領収書や請求書の保存不要に（少額特例）
主に中小事業者対象

概要

6年間の経過措置
222

111
インボイス制度では、返品への対応や値引き・割戻しを行う際には、適格返還請求
書（返還インボイス）を発行しますが、その金額が税込1万円未満の場合には、発行
が不要となりました。改正により、振込手数料相当額を売上値引きとして処理してい
るような場合の事務負担が軽減されます。

税込1万円未満の適格返還請求書が
不要に 全事業者対象

概要

無期限

・2023年10月1日から無期限

適用期間

なし

主な要件

333

・2023年10月1日から2029年9月30日まで

適用期間

・基準期間（前々事業年度）の課税売上高1億円以下、または特定期間（前事業年度
の上半期）の課税売上高5,000万円以下

主な要件

●インボイス制度開始前の登録申請について
改正前はインボイス制度への登録申請が2023年4月1日以降になった場合、2023年10月1日
から適格請求書発行事業者になるためには、遅れた事情を登録申請書に記載する必要があ
りましたが、改正により記載が不要となりました。

●インボイス制度開始後の登録申請について
2023年10月2日以降に免税事業者がインボイス制度への登録申請をして、課税期間の初日
から適格請求書発行事業者になる場合、改正前は課税期間の初日の前日から1カ月前までに
申請書の提出が必要でしたが、改正により「15日前まで」に変更となりました。同様に適格請
求書発行事業者の登録を取りやめる場合の提出期限も変更になっています。

適格請求書発行事業者の登録
申請書

課税期間の初日の前日から起算
して1カ月前まで

課税期間の初日から起算して
15日前まで

適格請求書発行事業者の登録
の取消しを求める旨の届出書

提出する課税期間の末日から起
算して30日前の日の前日まで

取り消したい課税期間の初日か
ら起算して15
日前まで

書類の種類
提出期限

改正前 改正後

インボイス制度への登録申請・取り消しの
期限等の変更
概要
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開始後の登録申請は免税事業者、それ以外は全事業者対象 444

詳細はP.72

詳細はP.78
詳細はP.48

詳細はP.26

詳細はP.126
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Q1

　2023年10月1日からスタートする、事業者が納める消費税額の
計算に関する新たなルールです。消費税の納税額の計算は「売上時
に預かった消費税－仕入や経費で支払った消費税」（原則課税）が原
則ですが、受け取った請求書や領収書がインボイス（＝適格請求書
等）でないと、その分の消費税を差し引けなく（仕入税額控除を受け
られなく）なります。

インボイス（=適格請求書等）とは?Q2

　従来の請求書や領収書に「登録番号」や「税率ごとに区分した消費
税額」などを記載したものです。登録番号をもらうには、国税庁に
インボイス制度への登録申請をして「適格請求書発行事業者」になる
必要があります。

どんな事業者も
インボイス制度への登録が必要?

Q3

　いいえ、任意です。選択している消費税額の計算方法や取引先と
の関係性などによって、登録しないほうがトクな事業者もいます。
ただし、個人事業主も含め、登録しないと不利益を被る事業者のほ
うが多いと予想されます。

Q4

　原則課税（Q1参照）を採用している場合、適格請求書でないと仕
入税額控除を受けられなくなるため、納税額がその分増えます。一
方、簡易課税（P.24）を選択している事業者や免税事業者（P.20）は
影響を受けません。

発行した請求書や領収書が適格請求書の
要件を満たしていないとどうなる?

Q5

　Q4のとおり、請求書を受け取る側（売上先）が原則課税を採用し
ている場合、消費税の納税額が増えることになるため、取引を打ち
切られる可能性があります。

受け取った請求書や領収書が適格請求書の
要件を満たしていないとどうなる?

インボイス制度とは?

&
Q A

制度を理解して、登録申請すべきかどうかの判断が大切!

インボイス制度の登録申請・開始スケジュール

登録申請
開始

2021/10/1

インボイス制度
開始

2023/10/1 2029/10/1

事前申請
2023/10/1から
インボイス制度適用

通常申請
登録日から

インボイス制度適用

その他の関連する届出
や仕入税額控除につ
いての経過措置あり

Ⅰ.インボイス制度早わかり

4 5
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まとめ □ 原則課税、簡易課税以外に特例による計算方法がある
□ 2割特例の事前の届出は不要。申告時に選択

P.20

参照ページ

基準期間または特定期間の課税売上高が1,000万円を超えている

2割特例を適用できないケース（いずれかに該当）

P.22

P.104

新設法人の2年目で1年目の前期6ヵ月間（特定期間）の課税売上高が
1,000万円を超えている

課税事業者選択届出書を提出して2年以内に、原則課税で調整対象固定
資産の仕入などを行い、3年が経過していない

原則課税で高額特定資産の仕入などを行ってから3年が経過していない

ケース 小規模事業者：売上800万円／売上時に預かった消費税額80万円

80万円－（80万円×みなし仕入率90％）
=納税額8万円

第1種
事業

簡易課税 2割特例

80万円×特例20％

=納税額16万円

80万円－（80万円×みなし仕入率80％）
=納税額16万円

第2種
事業

80万円－（80万円×みなし仕入率70％）
=納税額24万円

第3種
事業

80万円－（80万円×みなし仕入率60％）
=納税額32万円

第4種
事業

80万円－（80万円×みなし仕入率50％）
=納税額40万円

第5種
事業

<
＝
>
>
>

80万円－（80万円×みなし仕入率40％）
=納税額48万円

第6種
事業 >

006

　免税事業者がインボイス制度に登録すると、自動的に課税事業者
になります。前項のとおり、原則課税と簡易課税のいずれかの方法
により、消費税の納税額を計算することになります。
　ただし、負担軽減の経過措置として、売上時に預かった消費税額
の2割を納税額とする特例があります。インボイス制度が開始する
「2023年10月1日から2026年 9月30日までの間に、免税
事業者がインボイス制度への登録などにより課税事業者になった」
「課税期間の２年前＝基準期間（P.20 参照）の課税売上高が1,000
万円以下等」等の要件をすべて満たす場合は、売上時に預かった消
費税額の2割を納税額とすることができます。
　たとえば、簡易課税で売上 800 万円、預かり消費税 80 万円の第 5
種事業（P.25 参照）の場合、80 万円−（80 万円×みなし仕入率
50％）＝ 40 万円が納税額となります。一方、2割特例を適用した場
合の納税額は 80 万円×特例 20％＝ 16 万円で済みます。簡単にいっ
てしまえば、みなし仕入率 80％の簡易課税と同じです。第 1種事業、
第 2種事業以外は、同特例を適用したほうが納税額を抑えられます。
なお、原則課税については、どちらが得になるかはケース次第です。
　2割特例の適用を受けるにあたって、事前の届出は不要です。申
告時に「2割特例の有無」から選択すれば適用されます。簡易課税
の届出済みでも問題ありません。なお、同特例を適用できる課税期
間は、法人は前記期間の属する事業年度、個人事業者なら2023
年10月～12月の申告から2026年分の申告までです。

新たな課税事業者は売上税額の8割を控除

新規課税事業者については
納税額軽減措置「2割特例」の選択も

簡易課税と2割特例の納税額の比較例

2割特例の対象外になるケース（例）



32 33

T H E  B E G I N N E R ' S  G U I D E  TO
INVOICE & CONSUMPTION TAX

押
さ
え
て
お
き
た
い
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
基
本

P a r t

2

008

課
税
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課
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事
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者

消費税

売上
消費税❶

20,000
2,000

❶ 2,000原材料製造業者
（生産業者）

取引

申
告
・
納
付

まとめ □ インボイス制度は仕入税額控除の新ルール
□ 狙いは免税事業者の課税事業者への転換および納税

出典：国税庁サイト「消費税の仕組み」より作成

※消費税率10％で計算／単位：円

納税額 Ａ

売上
消費税❷
仕入
消費税❶

50,000
5,000
20,000
2,000

❷－❶ 3,000
完成品製造業者

申
告
・
納
付

納税額 B

売上
消費税❸
仕入
消費税❷

70,000
7,000
50,000
5,000

❸－❷ 2,000
卸売業者

申
告
・
納
付

納税額 C

売上

仕入
消費税❸

110,000

70,000
7,000小売業者

支払総額

各事業者が個別に納付した消費税の合計

    2,000+     3,000+     2,000+     0 ＝ 7,000

110,000

消費者

消費者が負担した
消費税

A B C D

10,000

消費税
納税義務なし

免
税
事
業
者

一致しない
差分の3,000円は
免税業者の利益に

納税額 D

免税事業者がいる場合の消費税の負担

　2023 年 10 月から開始するインボイス制度は、正式には「適格請
求書等保存方式」といいます。インボイス制度の登録申請を行った
業者が発行する「インボイス（＝適格請求書）」でなければ、「売上
時に預かった消費税」から「仕入や経費で支払った消費税」を引く
こと（＝仕入税額控除）ができなくなるというものです。仕入税額
控除が行えなければ、その分、消費税の納税額が増えます。とはいえ、
課税事業者は登録申請をすれば済む話です。では、狙いはどこにあ
るかというと、対免税事業者です。
　Part1「02」（P.19 参照）では、消費者が負担した消費税と事業者
が納める消費税額は一致していました。これは「すべての事業者が
課税事業者」の場合です。ここに免税事業者（P.20、22 参照）が加
わると話が違います。免税事業者であっても、売上に消費税を乗せ
ることは認められており、消費者から預かった消費税は自分の利益
（＝益税）にしていいことになっています。右図でいうと、小売業者
が消費者から預かった消費税 1 万円分がこれに当たります。
　一方、免税事業者も、仕入等の際には消費税（7,000 円）を支払
います。ここで課税事業者であれば「預かった消費税 10,000 円－仕
入等にかかった消費税 7,000 円」＝ 3,000 円を納税することになりま
すが、免税事業者では益税となるため、国は 3,000 円分減収となり
ます。そこで後述するように、インボイス制度では、免税事業者に
不利なルールが仕掛けられていて、免税事業者に課税事業者への転
換を促す制度になっているのです。

免税事業者の益税をなくし、増収につなげる

仕入税額控除の新ルール
インボイス制度
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まとめ □ 取引先がBtoBか、BtoCかで判断が分かれる
□ 免税事業者は益税がなくなり消費税の納税義務が発生する

BtoB事業者

あり なし

売上先が原則課税で仕入税額控除を受けている

適格請求書発行
事業者になるメリット

受けている 受けていない

ただし、新規顧客の
開拓などでは不利に

BtoC事業者

客層の割合

適格請求書発行
事業者になるメリット

ビジネスでの
利用者が多い

一般客が
ほとんど

デメリットのほうが大きい場合も

あり
課税事業者の場合

あり
課税事業者の場合

なし
免税事業者の場合

売上や利益への
影響次第

免税事業者の場合

020
「適格請求書発行事業者に登録するメリット」判定チャート

　売上先（買手）が適格請求書を望むのは、原則課税（P.24 参照）
で仕入税額控除を受ける場合に必要だからです。見方を変えれば、
売上先が原則課税でないところばかりであれば、売手側が適格請求
書発行事業者になる意味はなくなります。
　BtoBでは、適格請求書を必要とするところが多いでしょう。もち
ろん、売上先がすべて簡易課税（P.24 参照）を採用していれば、適格
請求書発行事業者になる必要はありません。しかし、原則課税のと
ころが一社でもあれば、その会社との取引は停止になる可能性があ
ります。また、新規顧客を開拓するような場合にも不利になること
は否めません。
　一方、売上先が一般消費者中心の飲食店や小売店、タクシー業な
どBtoC事業者では、適格請求書発行事業者の登録申請をするかど
うかは各事業の実態で判断します。たとえば、高級レストランや料
亭など、会社の接待などで利用されることが多ければ、適格請求書
発行事業者になるかどうかの検討が必要です。
　逆に同じ飲食店でも、立ち食い蕎麦屋のような業態の場合、適格
請求書（適格簡易請求書）を求められることはほとんどないでしょう。
さらに免税事業者であれば、むしろ適格請求書発行事業者になると、
益税（P.32 参照）を得られなくなるぶん損をします。
　このように登録申請をするか否かは、適格請求書を発行できない
場合にどれくらい売上や利益に影響するかを中心に、経理作業の負
担や将来展望なども考え合わせて判断しましょう。

消費税の納税負担と事務手続き増を考慮して判断

適格請求書発行事業者の申請を
しないほうがいい事業者もいる？
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0 0 0

東京都杉並区〇〇1-2-3

国税  華子

フラワー商店

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2

03

トウキョウトスギナミク〇〇1-2-3

フラワーショウテン

東京都渋谷区〇〇4-5-6

通称 国税はなこ／旧姓 都税華子

トウキョウトシブヤク〇〇4-5-6

コクゼイハナコ／トゼイハナコ

コクゼイ ハナコ
1234 5678

まとめ □ 旧姓や通称、屋号などの公表も可能
□ 公表事項の変更や追加には届出が必要

新たに公表を希望する
項目に✔を入れる

「氏名に代えて公表」
「氏名と併記して公表」
のいずれかに✔を入れる

適格請求書発行事業者公表サイトでの表示例

●氏名に代えて公表 　 通称  国税はなこ
　　　　　　  　　 　  旧姓氏名  都税華子
●氏名と併記して公表   通称  国税はなこ（国税華子）
　　　　　　  　　 　  旧姓氏名  都税華子（国税華子）

031
適格請求書発行事業者の公表事項の公表（変更）申出書の書き方

　適格請求書発行事業者になると、国税庁の「適格請求書発行事業
者公表サイト」で公表されます（P.38 参照）。登録番号で検索すると、
該当の適格請求書発行事業者が表示され、登録番号が偽造されたも
のでないか確認できるようになっています。
　個人事業主の場合、原則として公表されるのは「①氏名」「②登
録番号」「③登録年月日」「④登録取消（失効）年月日」の４項目です。
氏名は本名（戸籍上の名前）が掲載されるため、普段、旧姓や通称、
屋号やペンネームなどで仕事をしていると、取引先が登録番号で検
索しても、本人かどうか確認できないケースも出てきます。
　そのため、旧姓で仕事をしている人や外国人で通称を使用してい
る人は、氏名に代えて旧姓（旧氏）や通称を公表する、あるいは氏
名と併記することができます。また、屋号やペンネームについては、
氏名に代えることはできませんが、併記はできます。
　手続きは簡単です。「適格請求書発行事業者の登録申請書」のほ
かに、「適格請求書発行事業者の公表事項の公表（変更）申出書」
を提出するだけです。両者を一緒に提出しても、後から単独で提出
しても構いません（e-Tax による申請も同様）。いったん追加で公表
した情報を取り消す場合も、この申出書で申請します。
　なお、公表できる通称と旧姓は住民票に併記されているものに限
られるため、用紙で申請する場合は、公表する情報が記載されてい
る住民票を併せて提出する必要があります。e-Tax から申請する場
合は不要です。

「適格請求書発行事業者の公表事項の公表（変更）申出書」を提出

個人事業主が旧姓や屋号を
公表するには別途手続きが必要
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まとめ □ 事業区分は取引の実態で判断する
□ うっかりミスでも見逃されることはない

資産の貸付け役
務の提供、廃材の
譲渡等が該当する

「農業、林業、
漁業」

「農業、林業、
漁業」以外

※１ 日本標準産業分類：https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000023.html ※2 
飲食サービス業のうち、持ち帰り･配達飲食サービス業に該当するものについては、その業態等により第2種事業または第3種事業に該当す
るものがある ※3 課税資産の譲渡等からは輸出免税等の適用により消費税が免除されるものを除く ※4 固定資産等とは、建物、建物附
属設備、構築物、機械及び装置、船舶、航空機、車両及び運搬具、工具、器具及び備品、無形固定資産のほかゴルフ場利用株式等のこと

第
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そ
の
他
の
事
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スタート

NO

NO

YES

NO

NO

NO

NO

YES

NO YES

NO

YES

YES

YES

YES

YES NO

YES

YES

YES

NO

NO

商品の
譲渡か？

他者から
購入した
商品か？

販売先は
事業者か？

飲食料品の
譲渡か

飲食
サービス業に
該当するか？

購入した
商品の性質
または形状を
変更したか？

事業のために
供していた
固定資産等の
譲渡か？

加工賃その他
これに類する料金を
対価とする役務の
提供に該当するか？

日本標準産業分類の
大分類が次の業種に該当するか？

農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業、
建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業

日本標準産業分類の
大分類が次の業種に該当するか？

不動産業

日本標準産業分類の
大分類が次の業種に該当するか？

金融業、保険業、情報通信業、運輸業、物
品賃貸業、学術研究、専門・技術サービス
業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連
サービス業、娯楽業、教育、学習支援業、医
療、福祉、複合サービス事業およびサービ
ス業（他に分類されないもの）

037
簡易課税の「事業区分」判定フローチャート

　前項で、６つの事業区分の基本的な考え方を整理しましたが、こ
れだけでは、自分の事業がどれに該当するのか確信を持てない人も
多いでしょう。そんなときに役立つのが、国税庁のサイトにあるフ
ローチャート（右図）です。
　みなし仕入率は、第１種事業の 90％から第６種事業の 40％（P.95
参照）まで開きがあるため、少しでも有利な事業区分に分類したい
ところでしょう。とはいえ、税務調査などの際には事業の実態で判
断されるため、ごまかしは利きません。故意でなくても見過ごされ
ることはあり得ませんので、正しく自己判定することが大事です。
　たとえば、フリーのカメラマンだとしたら、「商品の譲渡か？」は
NO、「事業のために供していた固定資産等の譲渡か？」もNO、続
く日本標準産業分類についての問いは専門・技術サービス業にあた
るため、NO、YESと進み、「飲食サービス業に該当するか？」は
NOですから第 5種事業に該当します。
　なお、「購入した商品の性質または形状を変更したか？」について
は、商標やネームの添付または表示、単体で販売している商品を複
数詰め合わせる、液状等の商品を販売容器に小分けする、ガラスや
そのほかの商品を販売のために行う裁断などは含まれません。
　事業区分は原則取引ごとに判定されます。そのため、一般的な事
業区分としては一つでも、取引単位で事業区分が異なるケースも出
てきます。詳しくは次項で説明しますが、実際にどのような取引を
行っているか洗い出し、それぞれの事業区分を判定してみましょう。

事業区分によってみなし仕入率が異なる

簡易課税の事業区分（みなし仕入率）は
国税庁のフローチャートで判断
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まとめ □ 仕入税額控除の要件が複雑になり、経理の負担が増える
□ 通知までのタイムラグは登録日に遡ってインボイス発行

経理部門

請求書

領収書・
レシート

購入・仕入部門 仕入先

一般社員

インボイス
制度開始

請求書

経費

領収書・
レシート

これまでどおり、請求書を受け
取って渡せば、あとは経理がな
んとかしてくれると思っている

領収書やレシートにもインボイスがあることを知
らない。仕入税額控除といわれてもピンとこない

簡易課税制度を選択してい
ることもあって、インボイス制
度について詳しく知らない

あとは
任せた!

区分記載請求書

申
請
日

登
録
日

通
知
日

通知日まで登録が完了したことがわからないため、その間は区分
記載請求書をいったん発行。通知を受けてから適格請求書を発行
して差し替えるか、当該の区分記載請求書との関連を明確にした
形で、不足する登録番号等を記載した書面等を相手に通知する

適格請求書発行事業者の登録  後適格請求書発行事業者の登録  前

経理部門が社内周知を図らないと対応できない

インボイス制度開始後に適格請求書発行事業者の登録申請をした場合

　インボイス制度の導入で経理部門の作業量は増加します。受け
取った請求書や領収書が適格請求書の要件を満たしているかどうか
の確認や、経費精算で提出されるレシート等も、適格請求書とそう
ではないものを分類する必要があります。会計ソフトへの入力時も、
適格請求書発行事業者と免税事業者を区別しなければなりません。
　こうした負担軽減のために経理部門・担当者が心がけておくべき
ことは大きく 2点です。一つは適格請求書の発行の不備で売上先に
迷惑をかけないこと。もう一つは原則課税の場合に、受け取った適
格請求書の不備に気づかずに仕入税額控除を受けられない（二重課
税になる）ことがないようにすることです。
　また、仕入先などから直接請求書をもらう立場の社員にも、イン
ボイス制度の正しい知識がないと、仕入税額控除に必要な書類が経
理に上がってこないことも考えられます。経理部門が主導して購買・
仕入部門の担当者にインボイス制度のルールを指導し、徹底させる
必要があるでしょう。一般社員の経費精算についても同様です。
　なお、2023 年 10 月 1日以降に適格請求書発行事業者の登録申請
をした場合、登録日と通知が届くまでに時間差が生まれる可能性が
あります。その間に発行した請求書等については、登録日にさかの
ぼって登録番号などの不足情報を相手先に通知しなければなりません。
　反対にインボイス制度開始前（2023 年 9 月 30 日まで）に登録番
号が通知されている場合、適格請求書発行事業者であることの周知
のために、事前に請求書などに登録番号を記載するのは構いません。

経理部門主導で社内にインボイス制度のルールを徹底させる

適格請求書発行事業者になる
経理部門・担当者の心得




